
Title 製造業における資源再利用（リサイクル）状況の統計整備
Sub Title
Author 清水, 雅彦(Shimizu, Masahiko)

木地, 孝之(Kiji, Takayuki)
管, 幹雄(Kan, Mikio)

Publisher 慶應義塾大学産業研究所
Publication year

Jtitle KEO discussion paper. G :
『アジア地域における経済および環境の相互依存と環境保全に関する学際的研究』 (KEO
discussion paper. G : "Inter-disciplinary studies for sustainable development in Asian
countries"). No.G-1 

JaLC DOI
Abstract 1.はじめに[研究の目的]わが国に限らず現代の経済社会は、これまでのところ、大量の天然資源(素

原材料とエネルギー資源)を生産過程に投入し、産出した大量の財貨を流通・消費するなかで、か
ってない急速な成長と構造変化を伴う発展を遂げてきた。このような経済発展のパターンを「天
然資源大量消費型」と呼ぶならば、それは、少なくとも第2次大戦終了以降四半世紀における先進
諸国経済の発展に共通したパターンであった。このような経済発展パターンの持続に衝撃を与え
たのは、1970年代に2度にわたって発生した石油危機である。周知のように、石油危機は、枯渇性
資源である原油の供給(輸出)を通して経済発展を目指そうとする産油諸国の供給制限による原油価
格の急騰がもたらした世界経済の混乱であった。いわば、再生産不能な資源(原油)に大きく依存し
た戦後世界経済の不安定要因が顕在化した最初の出来事であった。2度にわたる石油危機は、それ
以前に比して原油価格の上昇をもたらしたが、同時に先進諸国では2つの現象を引き起こした。一
つは、技術的なエネルギー効率の改善であり、もう1つは、原油依存からの脱却をめざしたエネル
ギー種の多様化である。しかし、このような石油危機を契機とした諸現象は、依然として「天然
資源大量消費型」の経済発展パターンを大きく転換させるものではなかった。他方、天然資源大
量消費型の経済発展パターンが、生産・流通・消費を通してGNPやGDPで測られるような正の市
場価値をもつ有価財(goods)を生み出すだけでなく、市場では評価されない負の価値をもつ負価財(
bads)を同時に発生させることは、早い時期から認識されていた。しかし、この負価財の発生が、
いわゆる「公害」として、生活環境の劣化ひいては社会的な効用水準の低下をもたらすものであ
ると認識されたのは、1960年代後半の高度成長期においてである。以来、生産・流通・消費の各
段階で発生する負価財の低減あるいは抑制の必要性が、個々の企業や家計はもとより経済社会全
体としても強く認識されるようになった。例えば、わが国における大気汚染物質の排出に関して
いえば、固定発生源である工場レベルで排出される汚染物質についても、また移動発生源である
自動車から排出される汚染物質についても、これらを他の物質(触媒)と結合させることによって固
定化させ、大気中に直接排出させない除去技術が開発されてきた。これらの技術開発によって、
原油に代表されるエネルギー源の燃焼過程で生ずる大気汚染物質の排出係数は確かに減少した。
しかし、エネルギーの総消費量はけっして減少しておらず、むしろ増大する傾向にある。したが
って、技術開発による排出係数の減少にもかかわらず、エネルギー総消費量の増大によって、比
例的ではないにせよ汚染物質の総排出量もまた増大傾向にある。さらに最近では、人体をはじめ
とする生命体に直接的な被害をもたらす汚染物質だけでなく、地球環境の温暖化をもたらす物質
として炭素化合物の大量排出が問題視されている。また、上述の負価財と区別して、いわゆる廃
棄物を経済的価値をもたない無価財と呼ぶならば、一般家庭や産業諸部門から排出される廃棄物(
無価財)についても年々増大する傾向にあり、処理能力を上回る廃棄物の大量排出もまた経済的・
社会的問題となっている。廃棄物の場合、大きく分けて2つの問題がある。1つは、その処理過程
で有害物質が発生するという問題である。もう一つは、このような処理過程における技術的な問
題と併せて、処理能力(設備)を拡大するための限界費用が年々上昇しているという問題である。こ
の2つの問題によって、年々増大する廃棄物のうち大半が未処理のまま堆積することが予想される
。その結果、廃棄物の堆積それ自体が環境を劣化させることになる。このように考えると、もは
や廃棄物は、単なる無価財ではなく経済的にも社会的にも負の価値をもつ負価財といわなければ
ならない。以上のような事実認識に基づけば、 「環境保全と経済成長の両立」あるいは「環境と
経済活動の調和」が、現代経済社会にとって最も重要な課題であることは言うまでもない。本調
査研究では、このような課題に対する政策立案のための基礎情報として、経済活動のなかでも特
に我が国の製造業における生産活動に関わる環境統計に焦点を絞り、次の2点について検討する。
第1点は、従来の産業政策に加えて環境政策を勘案するとき、我が国製造業の生産活動に関わる統
計指標として、いかなる指標を環境統計指標とすべきか、その具体的な内容を検討することであ
る。第2点は、現状においていかなる環境統計が整備されているのか、特に産業廃棄物と製造業に
属する産業諸部門での資源再利用(リサイクル)状況に関する既存の諸統計について検討することで



ある。
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且本学術振興会未来.開拓学術研究推進事業

「アジア地域における経済および環境の相互依存と環境保全に関する学際研究」

第1研 究グループ ・ディスカッションペーパー

『製造業における資源再利用(リ サイクル)状 況の統計整備』(1)

清水 雅彦  (慶應義塾大学)

木地 孝之  (慶應義塾大学)

菅  幹雄  (東 海 大 学)

1.は じめ に[研 究 の 目的]

 わが国に限らず現代の経済社会は、これまでのところ、大量の天然資源(素 原材料とエネルギ

ー資源)を 生産過程に投入し、産 出した大量の財貨を流通 ・消費するなかで、かってない急速な

成長 と構造変化を伴う発展を遂げてきた。このような経済発展のパターンを 「天然資源大量消費

型」と呼ぶならば、それは、少なくとも第2次 大戦終了以降四半世紀における先進諸国経済の発

展に共通 したパターンであった。

 このような経済発展パターンの持続に衝撃を与えたのは、1970年 代に2度 にわたって発生 し

た石油危機である。周知のように、石油危機は、枯渇性資源である原油の供給(輸 出)を 通 して

経済発展を目指そ うとする産油諸国の供給制限による原油価格の急騰がもたらした世界経済の

混乱であった。いわば、再生産不能な資源(原 油)に 大きく依存 した戦後世界経済の不安定要因

が顕在化 した最初の出来事であった。2度 にわたる石油危機は、それ以前に比 して原油価格の上

昇をもたらしたが、同時に先進諸国では2つ の現象を引き起こした。一つは、技術的なエネルギ

ー効率の改善であ り、もう1つ は、原油依存か らの脱却をめざしたエネルギー種の多様化である。

しか し、このような石油危機 を契機とした諸現象は、依然 として 「天然資源大量消費型」の経済

発展パターンを大きく転換させるものではなかった。

  他方、天然資源大量消費型の経済発展パターンが、生産 ・流通 ・消費を通してGNPやGDP

で測 られるような正の市場価値をもつ有価財(goods)を 生み出すだけでなく、市場では評価 さ

れない負の価値をもつ負価財(bads)を 同時に発生させることは、早い時期から認識されてい

た。しか し、この負価財の発生が、いわゆる 「公害」として、生活環境の劣化ひいては社会的な

効用水準の低下をもた らすものであると認識されたのは、1960年 代後半の高度成長期において

である。以来、生産 ・流通 ・消費の各段階で発生する負価財の低減あるいは抑制の必要性が、個々
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の企業や家計はもとより経済社会全体としても強 く認識されるようになった。例えば、わが国に

おける大気汚染物質の排出に関 していえば、固定発生源である工場 レベルで排出される汚染物質

についても、また移動発生源である自動車から排出される汚染物質についても、これらを他の物

質(触 媒)と 結合させることによって固定化させ、大気中に直接排出させない除去技術が開発 さ

れてきた。これらの技術開発によって、原油に代表 されるエネルギー源の燃焼過程で生ずる大気

汚染物質の排出係数は確かに減少した。しかし、エネルギーの総消費量はけっして減少 してお ら

ず、む しろ増大する傾向にある。 したがって、技術開発による排出係数の減少にもかかわ らず、

エネルギー総消費量の増大によって、比例的ではないにせよ汚染物質の総排出量もまた増大傾向

にある。

 さらに最近では、人体 をはじめとする生命体に直接的な被害をもた らす汚染物質だけでなく、

地球環境の温暖化をもたらす物質として炭素化合物の大量排出が問題視されている。また、上述

の負価財 と区別 して、いわゆる廃棄物を経済的価値をもたない無価財と呼ぶならば、一般家庭や

産業諸部門から排出される廃棄物(無 価財)に ついて も年々増大する傾向にあり、処理能力を上

回る廃棄物の大量排出もまた経済的 ・社会的問題 となっている。廃棄物の場合、大きく分けて2

つの問題がある。1つ は、その処理過程で有害物質が発生するという問題である。もう一つは、

このような処理過程における技術的な問題と併せて、処理能力(設 備)を 拡大するための限界費

用が年々上昇しているという問題である。この2つ の問題によって、年々増大する廃棄物のうち

大半が未処理のまま堆積することが予想される。その結果、廃棄物の堆積それ自体が環境を劣化

させることになる。このように考えると、もはや廃棄物は、単なる無価財ではな く経済的にも社

会的にも負の価値をもつ負価財 といわなければな らない。

 以上のような事実認識 に基づけば、 「環境保全 と経済成長の両立」あるいは 「環境と経済活

動の調和」が、現代経済社会にとって最も重要な課題であることは言 うまでもない。本調査研究

では、このような課題に対する政策立案のための基礎情報として、経済活動のなかで も特に我が

国の製造業における生産活動に関わる環境統計に焦点を絞 り、次の2点 について検討する。

 第1点 は、従来の産業政策に加えて環境政策 を勘案するとき、我が国製造業の生産活動に関

わる統計指標として、いかなる指標を環境統計指標とすべきか、その具体的な内容を検討する こ

とである。第2点 は、現状においていかなる環境統計が整備されているのか、特に産業廃棄物と

製造業に属する産業諸部門での資源再利用(リ サイクル)状 況に関する既存の諸統計について検

討することである。

2.製 造業の生産活動 と資源再利用(リ サイクル)状 況の統計的把握

 有形な財であるか無形のサービスであるかを問わず、それ らの生産 活動 とは、究極のところ

人的資源 と天然資源を生産過程に投入し、生産過程に体化された技術に従 って投入資源を変形 ・

加工することである。現代の産業技術は、さまざまな用途や機能をもつ財 ・サー ビスに対応 して、
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さまざまな 生産過程 に体化 されている。本 調査研 究では、主 に有形財 を生産 の対象 とす る製造 業

の生産過程 にお ける素原材料投 入 と廃棄物 の排出 に焦点 を絞 り、先ず、資源再利用(リ サ イクル)

状況 を統 計 的に把握す るための視点 を検討す る。

 以下の説明 のた めに、第j産 業 の年間 生産活動 で投入 される素原材料 をZijと し、添字 のiは

素原 材料 の種類(商 品名 コー ド)と す る。 また、第 」産業 の年間有 形財産 出量 をXj、 第j産 業

の年 間廃棄 物排出量 をWkjと し、添字 のkは 廃棄物 の種類 を示す コー ドとする。

 いま、各産 業の生産 活 動 は、各産業固有 の生 産技術 に基づ いて行 わ れ、技術 変化 がない限 り

生産技術 は特定 のパ ラメタ ーをもつ生産 関数 に従 うとしよ う。経験 的妥 当性 とい う観 点 にたてば、

産 業連関分析理論 において想 定 される要素制約型の レオ ンテ ィエ フ生産 関数 は、そ の一 つである。

例え ば 第j産 業が ただ一種類 の第j商 品 を生産 する とき、第j商 品 の産 出量Xjと そ れに必要

な素原材料 の投入量Zijの 間に、次 のよ うな技術 的関係を想定する。

         Zij=f(Xj)=aij  Xj 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一(1)

 aijは 、投入量 と産 出量 の技術的 関係 を規定す るパ ラメタ ーであ り、周知 の固定投入係数 で

ある。この ような技術的関係 は、第j商 品 を産 出す るために必 要な素原材料がn種 類な らば、各

素原 材料i(i=1,2,・ … ,n)に 関 して妥 当す る。そ こで、(1)式 を次のよ うに書き換え る

ことができる。  Xj=g(Zij/ajj)                  (2)

                      ただし、i=1,2,・ …  ,n

 (1)式 および(2)式 で表 される技術的関係 を図で示せ ば、次 のよ うである。

             第j産 業

轡)(') 「 遜 数)s第{嗄 騨

〈図1.〉

 ところで、 図1.に お ける素原材料(i)は 、第i産 業 で生産 される第i商 品であ り、そ の生

産 に必要 な素原材料(h)の 投入量Zhiと 第i商 品の産 出量Xiの 間に も、特定の技術的関係

(ahi・=Zhi/Xi)が 存在する。

(Zhi)

〈図2.〉

第i産 業

ahi一 → 第i商 品 の 産 出 一一・一・一 一 一…一

   (Xi)

薩㍉
弓

一・一 ・一レ [最 終 財]

ト う 鞴 品の産
     (Xj) ヨ
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 図2.の ように、各産業は[中 間財]を 介 して技術的な連鎖 を形成 している。では、 このよ う

な産業技術 と技術連鎖のなかで、産業廃棄物はどのように位置づけられるであろうか。先の図1.

に産業廃棄物を付け加えるならば、次のようである。

素原材料(i)一 一 一 湘レ

 (Zij)

L

   第j産業

[轟l
     i

  ,_一 土 一_

→レ1技 術的関係L

  l(?)i

卜
  一一 ・う 第j商 品の産出

        (Xj)

州レ 廃棄物の排出

   (Wkj)

〈図3.〉

 この廃棄物(WkJ)の 統計的把握に関しては、いくつかの問題がある。まず第1に 、廃棄

物は同質な物質の集合ではない。したがって、集合廃棄物の排出量を測定するための単位が定ま

らないという点である。後述するように、産業廃棄物の統計的把握は、現在 のところ、厚生省が

所管 している。そこでは、通常の商品分類とは異なる廃棄物固有の分類がなされている。図3 .

における廃棄物の排出量を示す記号Wkjの 添字kは 、厚生省統計における廃棄物分類のコ._.ド

である。第2に 、廃棄物 と素原材料あるいは産出商品の間に、必ず しも安定 した技術的関係が存

在 しないという点である。第3に 、廃棄物と総称 される物質が、すべて無価財かあるいは負価財

であるとは限らないという点である。言い換えれば、潜在的な有価財が含まれている場合がある

ということである。資源再利用(リ サイクル)問 題は、いったん廃棄物 として排出された物質の

中か ら再利用可能な資源を回収 し、回収された資源を生産工程に再投入することを意味 している。

したがって、再投入される段階ではバージン ・マテ リアル と同様に有価財 とみなされる。

 特に、第3の 問題点については、本調査研究 の目的と密接に関連 しているので、いま少し詳

しく検討 しておこう。廃棄物は、排出された段階では、文字通 り廃棄されたのであるか ら生産者

か らみて市場価値をもたない無価財である。しか し、廃棄物の堆積が増加するに したがって外部

不経済が顕在化するとき、外部不経済を除去ないし低減させるために社会的規制が課せられる。

つまり、廃棄物の処理が義務づけられる。この外部不経済を除去ないし低減させるための処理に

なんらかの費用(Cw)が 伴 うとき、その費用分が廃棄物の負の価値とみなされる。他方、廃棄

物か ら再利用可能な資源を回収する費用を(Cri)と すれば、この費用がバージン ・マテ リアル

(未使用新規資源)の 市場価格(Pi)を 下回るとき、すなわち、 Cri≦Piな らば、廃棄物の一一

部(回 収資源)は 再利用 されるであろう。 このとき、回収資源は回収費用(Cri)に 相当する正

の価値をもった有価財とみなされる。以上の諸点を勘案すれば、産業諸部門から排出される廃棄

物は、事後的に3つ に区分される。すなわち、未処理廃棄物、処理済廃棄物、回収資源である
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未処理廃棄物

排 出 廃 棄 物(Wkj)            処 理 費 用(Cw)          一一一一一一一噸一一一一一一繭一一一ｮs 処理済廃棄物

回収・再利用費用(Ch)4唾 剣

         く図4.〉

 廃棄物の処理に関しては、排出する産業部門での自部門内処理と外部の産業廃棄物処理専門

業者による処理とに分けられる。また、自部門内であれ外部処理であれ、処理過程の中に再利用

資源の回収工程も含まれる。

 資源再利用に関 して、 もう一点付け加えておかなければならないのは、 「中古品」の取扱 い

である。とりわけ、中古自動車のような機能製品の 「中古品」は、不完全ながらも取引き市場が

成立 しており、需給条件に応 じた市場価格をもつ有価財である。 したがって、図4 .の排出廃棄

物とは区別されなければならない。ただし、物理的消耗によ り走行機能を失った自動車は、上図

の排出廃棄物である。問題は、自動車のような最終財ではなく、中間財として特定の部品機能 を

もつ 「中古部品」の取扱いである。例えば、廃棄 されたパーソナル ・コンピュータ._一.(PC)は 、

いったん廃棄物となるが、その中からICチ ップや稀少金属が回収 され、それらは中古部品とし

て再利用 されている。本調査研究では、製品加工度に応 じて 「中古完成品」と 「中古部品」を区

別 し、後者の 「中古部品」にかん しては、上図の回収資源として取扱 う。したがって、廃棄され

た自動車(廃 棄物)か ら回収される中古自動車部品についても同様に回収資源 として取扱 う。

 さて、製造業における資源再利用(リ サイクル)状 況の統計的把握 という観点にたてば、上

で述べた様々な問題を考慮 した上で、実際に把握可能な部分を検討 しなければならない。そのた

めには、まず、生産に投入される資源の製造業諸部門間における流れ と各部門で変形 ・加工され

る資源の形態を、既存の統計概念や枠組みに照らして把握 しておかなければならない。既存の統

計的枠組み としては、産業連関モデルが最適である。そこで、以下のような簡単な産業連関モデ

ルに基づいて検討する。

 産業部門構i成は、加工段階の異なる3つ の製造業部門(第1、 第2、 第3)と する。第1産

業 は、天 然資源(Xo)の みを投入 し、他産業 の生産 に必要 な中間財(第1商 品X1)の み を

産 出す る。第2産 業は、第1商 品(X12)を 原材料 と して投入 し、同 じく中間財(第2商 品X2)

を産 出す る。』第3産 業 は、第1商 品(X13)お よび第2商 品(X13)を 原材料 として投入 し、

最終需要向 けの最終財(第3商 品X3)を 産 出する。 したが って、 このモデル にお ける商 品は、
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一種類の天然資源と二種類の中間財および一種類の最終財である
。ただ し、天然資源は、モデル

の内部では産出されず、もっぱら外部か ら輸入されるものとする。このような想定の下で、資源

の産業部門間における流れを図示すれば、次のようである。

㊥ 一陲

糧∴
i,
ii ②

 ii

 i ∋
レ

1②
一一し_

3産業
一丁 

ム

   O

剄一一一C最纈 剄

                 .____s一 一一

         iI

         亡    丿              
丶慶'

      排 出 廃 棄 物 為.「

         ii  、

  '丶  !.一 皇 一...鰤

」一一一一一一ミ 回 収 資 源}

〈図5.〉

 上図において、破線矢印は廃棄物の排出と回収資源の流れを示 し、実線矢印は新規資源の流

れ(生 産過程)を 示す。破線楕円で囲まれた 「排出廃棄物」に関 しては、すでに述べたように、

厚生省統計がある。しかし、固有の廃棄物分類(上 述の 「k」)に よる集計値であり、部門別

には産業廃棄物 とそれ以外の一般廃棄物に区分されているが、産業部門別排出量(0、 ②、③)

は把握されていない。したがって、製造業における資源再利用(リ サイクル)状 況の統計的把握

にあたっては、廃棄物分類に従って集計された 「排出廃棄物」を起点として、次のような資源の

流れを把握の対象としなければならない。

緋 出麒 物1
       '

0

            0
        '

       く'1回 収資源  ②

  丶   `,.
        、、            o
         L

1第1産 業

う[第2産業]

態]

〈図6.〉

6



 図6.の0、 ① 、② 、③ が検 討すべき流れであ る。

 ここで、改 めて 説明に用いる記 号 を確認 しておけ ば、 「排 出廃棄物 」をWk(添 字kは 廃棄物

分 類 コー ド)、 「回収資 源」をRi(添 字iは 回収資源の商品分類 コー ド)と す る。すでに統計

整備 上の問題点 と して述 べたよ うに、廃棄物 分類 コー ドは固有 のもので あ り、通常 の商品分類 コ

ー ドとは対 応 しな い。また、上記 の簡単 な産業連 関モデルに従 えば、すで に述べ たよ うに、商品

は天然資源(Xo)、 第1商 品(X1)、 第2商 品(X2)、 第3商 品(X3)の4種 類 である。

したがって、i=o,1,2,3で ある。 「回収資源」 に商品分類コー ドを付す のは、それ らが 中間

財 と して各産業部 門 に再投入 される有価財(商 品)で あるか らである。そ こで、再投入 され る回

収資源 の各産業部 門別 投入量 をRij (j=・1,2,3)と し、回収資源以外 の原 材料投入量 をZij

とする。

 0の 流れは、 「排出廃棄物」から再利用可能な資源を回収するプロセスである。特定の期 間

(通常、1年)に 回収 された資源量を統計情報 として捕捉するためには、資源回収を業務 とする

事業所を調査単位 としなければならないが、現行の 「事業所統計」では、資源回収を本業あるい

は副業とする事業所を特定化することは困難である。多くの場合、資源回収業務は廃棄物処理業

において行われていると思われるが、 この点に関しては、、さらに検討しなければな らない。

 ①、②、③ は、いずれも各産業部門における回収資源の投入 フロー(Rij)で ある。これ

らに関しては、各産業部門の製造業事業所を調査単位 として捕捉することができる。例えば、従

来か ら行われていた産業連関表作成のための 「投入実績調査」に 「回収資源投入量調査項目」を

付け加えることによって可能である。統計調査の方法 として標本調査によらざるを得ないとして

も、従来の投入係数推計と同様に、回収資源種別投入係数(rij=・Rij/Xj)の 推計は可能で

あ り、 この推計値(rij)と 産業部門別生産量の推計値(Xj)か ら回収資源の投入量を捕捉

する ことができる。つまり、 「回収資源」に関 しては、特に中間財の場合、それらを生産過程に

おける投入面か ら捕捉 ・推計する方法である。先の簡単な産業連関モデルにしたがって図示すれ

ば、次のようである。

即獵 傾
,回          新規原材料(Zl2:」   i

l収 「 一一②一一一 ・レ 回収資源(R12)一

1資   广
丶

、 源, '丶

、  ,、     、
 、 ,    「L    、

     、、
      、、       、

魅        o

剄
 

 

一

士
 

 
…

一
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一

産

 

2

～
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〈 図7.〉
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③ 一一 一う 回収資源(R13>      一_

            新 規原材料   )・一

            )1回 収資源(R23)一 一

第3産 業
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 ただし、 「回収資源」 (Rij)の 投入面からの統計的捕捉にあたっても、いくつかの問題あ

るいは課題がある。その1つ は、被調査者である事業所において、図7.で 示されたように、 「新

規原材料」と 「回収資源」が識別できるか否か、'という問題である。第」部門における第i財 の

投入量をXijと すると、これは産出量Xjに 対して技術的に必要な投入量である。 この必要投

入量 を、新規原材料(Zij)と 回収資源(Rij)に 区分したのが、図7.で ある。したがって、

Xij=Zij+Rijで ある。 この問題は、産業連関表の中間投入量に関する 「国産財」と 「輸

入財」の識別問題と類似するものである。周知のように、現行の産業連関表では、 「競争輸入型」

と呼ぶモデルを設定して、この識別問題を回避 している。ただし、このようなモデルによる対応

が可能であるのは、商品別輸入量ベクトルが貿易統計か ら推計されるからである。これに対 して、

「回収資源」の場合、商品別 回収資源量(ΣRij:jに 関する集計量)を 要素とするベク トルが

得 られない。それゆえ、部門別回収資源投入量(Rij)を なんらかの方法で直接に推計しなけ

ればならないのである。

 仮に、なん らかの方法 によって 「部門別回収資源投入量」が推計可能であるとすれば、製造

業における資源再利用(リ サイクル)状 況を示す統計指標が作成できる。例えば、技術的に必要

な原材料投入量(Xij)に 占める回収資源投入量(Rij)の 割合は、その一つである。また、

産業連関表に 「回収資源」を導入 し、資源再利用(リ サイクル)状 況の産業連関分析も可能 とな

る。これらに関 しては、既にいくつかの試みがなされているが、本調査研究においても今後の課

題 として取り組む予定である。

 ところで、本報告書を作成 している段階(1998年1月17日)で 、使用済み家電製品の再使

用(リ サイクル)を 義務づける 「家電 リサイクル法案(仮 称)」 の概要が明らかとなった。法案

の成立 と施行は未定であるが、2001年 度か らの実施が予定されている。そこで急遽、次節にお

いて、この法案の実施に伴って義務づけられる 「リサイクル ・システム」と、上述の本調査研究

の視点との関係について述べておく。

3. 「家電 リサイクル法案(仮 称)」 と資源再利用状況の統計整備

  「家電 リサイクル法案(仮 称)」 が対象とす る財は、当初、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エア

コンの4品 目である。これらは、いずれも最終財であ り、大半が一般家庭で需要される耐久消費

財である。前節の図2.お よび図5.に 従えば、当該財を最終財として生産する産業部門(第3産

業)か ら供給 され、最終需要部門(な かでも民間家計部門)で 需要される。この需給によって産

業部門か ら民間家計部門に流れる財は、前節の用語によれば、新規最終製品(完 成品)で ある。

これ らが、家計部門で使用された後に廃棄され る流れについても、図5 .で示 した。つまり、一

般廃棄物として排出廃棄物に流れるのである。問題は、この流れにおける廃棄物の回収 ・処理(解

体)の 担い手が特定できず、したがって廃棄物の排出量はもとより処理 ・未処理の量的状況も把

握できない、ということであった。しかし、現実問題として、いわゆる不法投棄によって未処理
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廃棄物が不法に堆積され、それに伴い外部不経済が急速に増大 している。このような状況の背景

には、家電製品の場合、使用価値を失った製品(既 述の無価財)に 対 して回収 ・処理が義務づけ

られておらず、多くは一般廃棄物(い わゆる粗大ゴミ)と して地方自治体の公共サービスにより

処分されてきた、という事情がある。さらに、粗大ゴミの回収が有料化 された段階で、その処分

にも一定の費用がかかることか ら、費用負担を回避する不法投棄が増大 してきたのである。

 この 「家電リサイクル法案(仮 称)」 は、文字通 り家電製品に限られているとはいえ、廃棄

物の回収 ・処理および再利用(法 案では再使用)の 流れと制度を法律によって定めるものであ り、

流れの諸過程における担い手が特定 されている。いま、新製品か ら使用済みの廃棄物さらには廃

棄 される家電製品が回収 ・処理および再利用されるまでの流れと制度を、この法案の概要にした

がって図示すれば、次のようである。

…一 一…一;一●小売黶)癰 簍薯部門

(再利用資源)

匯 業著h
一_J

(廃棄家電製品)

・一.一一》 新製品と管理伝票

f一 一廃棄家電製品

〈図8.〉

 この法案のねらいは、廃棄物(使 用済み家電 製品)の 収集率を高めることと、収集された廃

棄物の処理過程で再利用可能な資源を回収することであるが、これらを促進させるための制度と

して、供給(出 荷)段 階から処理の段階に至るまでの各製品の流れを伝票で管理する方式がとら

れている。このような制度 と方式が、廃棄物問題および資源再利用問題を改善あるいは解決する

ための一つの有効な方策であることは間違いない。しか し、すべての財貨に適用できるわけでは

ない。おそらく、完成品(最 終財)で 流通経路が明らかな場合に限られるであろう。さらに、検

討すべきは、廃棄家電製品の収集 ・処理費用の決定 と負担に関するルールに関してである。この

法案の概要によれば、図8.の 消費者が負担する こは明 らかであるが、負担する費用については

曖昧なままである。

 使用済み家電製品が廃棄 ・収集されるルー トが、図8.の リサイクル ・ルVト に限定されるた

めには、法律上なんらかの罰則規定(ペ ナルティー)が なければならない。概要で知る限 り、そ

の種の規定は含 まれていない。 したがって、使用済み家電製品は、図8.以 外のルー トで廃棄 ・

収集されることもあり得る。図8.の 法律によって制度化されたリサイクル ・ルー トと従来の一一

般廃棄物処理ルー トが共存 し、家電製品に限っていえば、消費者が費用(廃 棄物収集 ・処理サー

ビス価格)に 応 じていずれかのルー トを選択することになる。そこで、制度化された リサイクル ・
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ルー トをR1と し、そ れ以外 のルー トをR2と す る。 また、それぞれ のルー トで消費者が直 面す

る使用済 み家電製 品の収集 ・処理サ.__.ビス価 格 を、P(R1)お よびP(R2)と す る と、両者の相 対

的関係 いか んによっては、 図8.に お ける 「閉 じた」家電 リサイ クル ・ルー トは、次 の図9.の よ

うに、ルー ト(R2)に よって開かれた ものとな る。

r

轡 隲)
  ;(再利用資源)

  i__3

C 処理業者
   一 一            一  一   }

           (R1)

流通業(卸 ・小売)

 販売店

(廃棄家電製品)

訟D.ゴ く:.P(R2)
i

J

(管理伝票)撫 副

 (R1)

R(R1)Σ 一P(R2)

(R2)

ゴ
般廃棄物処理業者

〈図9.〉

  つまり、使用済み家電製品(廃 棄物)の 統 計的捕捉という観点にたてば、特定化が困難 な

ルー ト(R2)の 捕捉が問題 として残るのである。

  本調査研究では、 ここで急遽 とりあげた家電製品に限らず、他の法律によって制度化され

たリサイクル ・システムについても、統計整備の観点から、次年度以降において検討する予定で

ある。例えば、すでに施行されている 「容器 ・包装 リサイクル法」などが、その対象である。

(1)こ のディスカッションペーパーは、慶應義塾が 日本学術振興会から委託された未来開拓学術研究推進

事業 「アジア地域における経済および環境の相互依存と環境保存に関する学際研究」の第1グ ループにお

ける研究成果の一部である。第1グ ループでは、日本を含むアジア9力 国を対象にした環境分析用国際産

業連関表の作成とそれに基づ く分析を最終的な研究課題としているが、従来のようなエネルギー資源を起

源とする環境汚染因子のモデル化に限定せず、資源再利用(リ サイクル)シ ステムの産業連関表における

モデル化をも研究課題の一つとして取 りあげている。
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